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注１．　該当がない場合は「－」を記載し、負の数値を記載する場合は「▲」を使用する。

注２．「執行可能額」とは、補正後予算額から繰越額、移流用額、予備費等を加除した計数である。

注３．「反映内容」欄の「廃止」、「縮減」、「執行等改善」、「予定通り終了」、「現状通り」の考え方については、次のとおりである。

　　　　「廃止」：令和３年度の点検の結果、事業を廃止し令和４年度予算概算要求において予算要求を行わないもの（前年度終了事業等は含まない。）

　　　　「縮減」：令和３年度の点検の結果、見直しが行われ令和４年度予算概算要求において何らかの削減を行うもの（事業の見直しを行い、部分的に予算の縮減を行うものの、事業全体としては概算要求額が増加する場合も含む。）

　　　　「執行等改善」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、明確な廃止年限の設定や執行等の改善を行うもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものに限る。）

　　　　「年度内に改善を検討」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映は行わないものの、令和３年度末までに執行等の改善を検討しているもの（概算要求時点で「改善事項を実施済み」又は「具体的な改善事項を意思決定済み」となるものは含まない。）

　　　　「予定通り終了」：前年度終了事業等であって、予定通り事業を終了し令和４年度予算概算要求において予算要求しないもの。

　　　　「現状通り」：令和３年度の点検の結果、令和４年度予算概算要求の金額に反映すべき点及び執行等で改善すべき点がないもの（廃止、縮減、執行等改善、年度内に改善を検討及び予定通り終了以外のもの）

事業内容の一部改善

本事業は、データ分析に基づく金融行政の実効性の向
上という観点から意義あるものと認められる。
しかし、本事業の目的が必ずしも具体化されていない
きらいがあり、分析手法や効果測定の方法にも課題を
残している。そこで、金融行政における本事業の目的
や今後の展開の方向性をより明確化するとともに、分
析手法の一層の精緻化、効果測定の方法の改善を図
り、アフター・コロナを見据えた展開にも目を向ける
必要がある。
政府全体の取組の中で他省庁の保有するデータ等との
連携を検討したり、金融機関の保有する情報や、対話
を行うモニタリング部門からのフィードバック情報と
の統合を図り、データの継続的更新を行うことを考慮
することが望ましい。

本事業の目的を、新型コロナウィル
ス感染症の企業への影響を分析する
ことを通じて、金融機関の健全性の
評価及び、金融機関による企業支援
促進策の検討を行うことであると明
確化する。そのうえで、今後、「企
業セクターが、どの程度ポストコロ
ナの産業構造に適応し、事業収益の
回復を通じて債務を返済できるか」
「その影響が金融システムや実体経
済にどのように波及するか」「どの
ような企業に対してどのような支援
が必要か」といった点が明らかにな
るよう分析を行っていく。そのため
に、アカデミズムとの連携も含め、
計量的な分析手法をより活用するな
どの分析手法の一層の精緻化や本事
業で購入するデータを金融機関から
収集したデータ等他のデータと組み
合わせて分析を行うことに取り組
む。活用目的が内部の監督・政策立
案のためであることから、その効果
を定量的に測定することは必ずしも
容易ではないが、効果測定の方策に
ついては引き続き検討を行う。上記
の通り、ポストコロナだけではな
く、広く金融仲介機能発揮のための
分析を行い、データの継続更新のた
めに令和4年度においても同年規模の
要求を行っていく。
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公開プロセス結果の令和４年度予算概算要求への反映状況

事
業
番
号
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補正後予算額

令和２年度
差引き

反映状況

（単位：百万円）

備　考

公開プロセス

取りまとめコメント（概要）評価結果 反映額 反映内容

合　　　　　計

002
データ分析を通じた企業に対する
金融面でのコロナ対応策の検討経

費

執行可能額 執行額
事　　業　　名

296 296 296 
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